
昭和3年から操業している当社の新小岩事業所が、
国の高規格堤防事業の計画エリアの一部となり、
中長期的に地域貢献に協力していくとともに、
当社のBCP（事業継続計画）対策の強化についても
取り組んでいくこととしています。

そこで、当社の負担となる可能性がある土壌改質費用等の見積額の
一部580百万円（事業整理損失引当金）を追加計上いたしました。一部580百万円（事業整理損失引当金）を追加計上いたしました。

令和元年7月23日号（号外第73号）82ページに
当社の135期決算公告が掲載されています。


